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問題意識：自治体の体制

アンケート調査 （ 2 0 2 3 . 4 ）

中国地方全自治体を対象に実施 n=58 回収率：54%

職員数と在籍年数

平均在籍
年数

職員数平均（人）
N

合計その他技術系行政系

4.627.00.518.08.52政令指定

3.27.00.60.65.85中枢市

2.96.10.00.06.17一般市
(10万～)

3.66.80.20.06.65一般市
(5~10万)

2.88.10.60.96.614一般市
(~5万)

2.88.30.80.07.624町村

3.08.40.60.97.057全体

平均在籍年数：平均3.0年

技術系職員は政令市以外には
ほとんどいない

返却率返却数自治体県名

52%1427岡山県

52%1223広島県

37%719鳥取県

53%1019島根県

74%1519山口県

59%4578JR沿線

68%2638JR赤字路線沿線

54%58107全体



問題意識：自治体の体制

全体町村
一般市

中枢市政令市都市分類
~5万5~10万10万~

5020125652N

21806113523357579448802支出額平均（百万円）

0.760.750.430.350.370.346.21一人当たりの支出額（万
円）

支出割合（%）

292834818110運営事業費・委託費

50385666477432運営補助費

4210122利用促進補助費

618291560政策的割引補助

50294566インフラ・機材整備費

1017100情報基盤整備費

2152010その他

財政支出の状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令市
中枢市

一般市（10万人ー）
一般市（5−10万人）
一般市（−5万人）

町村

運営事業費・委託費 補助費 利用促進補助費 政策的割引補助

インフラ・機材整備 情報基盤整備 その他

• 中小自治体では委託費・補助費

の支出が多く投資が少ない傾向

• 人材が育ちづらいのではないか



自治体の課題意識
公共交通政策を担う部署の体制の問題

32
38

16
10
10

24
5
6

1
1

7
13

3
2
2

18
14
13

20
18

35
36

34
25

23
29

18
11

21
21

22
10

25
27
37

24

6
2

7
11

13
9

27
22

38
44

29
23

32
45

30
12

6
20

0
0
0
1
1
0

3
1
1
2
1
1
1
1
1
1
1
1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員数

専門性

能力向上の機会

データの量

データの扱い

継続性の確保

ハード系部局との連携

ソフト系部局との連携

財政部局との連携

道路管理者との連携

事業者との連携

事業者との調整

周辺自治体との連携

市の独自の政策の実現性

国からの助言・指導

ICT技術の導入

法改正への対応

有識者の有無

あてはまる ややあてはまる あてはまらない 未回答

「職員数」 ・ 「職員の専門性」 ・ 「継続性の確保」の課題感が強かった．
なお，自治体規模別に分析したところ，自治体規模による差は少なかった．

全体（N=58)



自治体の課題意識
鉄道のあり方を検討する際に困っていること
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員数が十分でない

専門性を持った職員がいない

相談する相手がない

十分なデータがない

ハード面との調整

財務局との調整

事業者との連携

周辺自治体との調整

市民に対しての説明

国・県による指導不足

何から始めてよいか

あてはまる ややあてはまる あてはまらない 未回答

鉄道沿線（N=45)



問題意識：計画の質
文献調査

計画のカテゴリ別ページ数

規模が小さい自治体の計画
施策の割合が減少する傾向

中国地方において単独で策定している地域公共交通計画を調査

アンケートを収集した自治体のうち策定している自治体数： 42

平均ページ数

総数施策目標現況分析計画年数N

8330.515.526.56.52政令指定

94.223.81443.66.25中枢市

78.118.11034.36.97一般市
(10万～)

69.415.47.232.65.25一般市
(5~10万)

84.115.86.151.15.312一般市
(~5万)

63.710.67.937.15.011町村

77.216.58.740.15.642全体



問題意識：計画の質
文献調査×アンケート調査

ページ数割合と課題感の相関分析

”職員の継続性”の課題感が強い自治体ほど “現状分析”の割合が 高 い

”国からの助言・指導”の課題感が強い自治体ほど “施策”の割合が 高 い

”ハード系部局との連携”や”ICT技術の導入”に課題感が強い自治体ほど”計画の理念・目標“の割合が 低 い

ページ数割合*<0.05

施策理念目標関係計画現状分析序論N=42

0.09-0.11-0.040.160.17職員数

-0.23-0.19-0.100.27-0.19専門性

0.21-0.210.17-0.11-0.20能力向上の機会

-0.16-0.11-0.270.34*-0.15継続性の確保

0.33*-0.1520.15-0.18-0.12国からの助言・指導

0.15-0.31*-0.120.10-0.13ICT技術の導入

0.11-0.35*-0.34*0.10-0.06ハード系部局との連携
（N=40)

0.16-0.32*0.010.06-0.14道路管理者との連携(N=41)



計画推進体制（自治体の人材）の課題

•技術系人材（インフラ・データ）、企画系人材の不足
•継続性の不足
•専門性の不足（主観的な不足感）

• （私見）たまたま在籍が長い職員がいても、異動によって
すぐにその知見が散逸する



人材確保に向けて

短期的な戦略＝専門人材の配置
（職員研修制度は必要だが、短期的な機能としては不十分）

•企業人材派遣制度（総務省地域活性化起業人など）
•発注支援業務の支援（計画策定業務よりも高額となることもありえる）

長期的な戦略＝地域内で交通専門人材を育成する
•都道府県や都市圏で、交通専門人材を雇用する仕組み
•資格制度など、専門性の質を担保する仕組み



問題意識：
市民をその気にさせる計画になっているか？

将来像を示す

積極的な
表現




